
   社会教育主事講習［Ｂ］ 
      ～あなたも「人づくり」「絆づくり」「地域づくり」の

中核となる社会教育主事の資格を取得しませんか？～ 
 

 

 
 
 
 

１  期 間     平成２９年１月１８日（水）～２月２３日（木） （基本 9:30～17:15） 

                  ＊受講日は、月～金で土･日・祝日は休みです。 

 

２  会 場     新潟県立生涯学習推進センター 

               

３  受講料     無 料（ただし、交通費、食費、宿泊研修費、参考書代は受講者負担） 
 

４  科 目     「生涯学習概論」「社会教育計画」「社会教育特講」「社会教育演習」の４科目

（一括受講のほかに、科目別に分割受講もできます）  

 科 目 名 単 位 期   間 備 考 

生涯学習概論 ２単位 1 月 18 日（水）～24 日（火） 1/18：開講式 8:40 

社会教育計画 ２単位 1 月 25 日（水）～31 日（火）  

社会教育特講 ３単位 2 月 6 日（月）～2 月 14 日（火）・15 日（水）  

社会教育演習 ２単位 

2 月 1 日（水）～3 日（金）（※１宿泊研修） 
2 月 15 日（水）全体説明 14:00～14:30 
2 月 16 日（木）・17 日（金）～23 日（木） 

2/16：※２現地研修 

2/23：閉講式 13:00 

 ※１ 宿泊研修会場：「新潟市アグリパーク」 

 ※２ 現地研修会場：「県立生涯学習推進センター」「県立図書館」「いくとぴあ食花」 
 

５  申込締切期日  平成２８年１１月１４日（月） 
３  提 出 先   新潟県立生涯学習推進センター 

※電話番号・所在地等は裏面「９」をご参照ください。（担当：武樋宛） 
 

６  受講資格  

   社会教育主事講習等規程第２条を抜粋しました。いずれかに該当すれば講習を受けることが
できます。 

  
 
 
 
 
 
 
 

 
 
【平成２７年度の講習会の様子】 

 
注： 受講が許可されるためには、新潟県教育委員会の推薦が必要です。県立生涯学習推進センターに

必要書類を提出していただければ、当センターから新潟県教育委員会に推薦の依頼をいたします。 

一  大学に二年以上在学して六十二単位以上を修得した者、高等専門学

校を卒業した者又は社会教育法 の一部を改正する法律（昭和二十六

年法律第十七号。以下「改正法」という。）附則第二項 の規定に該

当する者  

二  教育職員の普通免許状を有する者  

三  二年以上法第九条の四第一号 イ及びロに規定する職にあつた者又

は同号 ハに規定する業務に従事した者   （詳細は裏面参照） 

四  四年以上法第九条の四第二号 に規定する職にあつた者一 大学に

２年以上在学して６２単位以上を修得した者、高等専門学校を卒業し

た者又は社会教育法の一部を改正する法律附則第２項の規定に該当

する者 

新新潟潟でで受受講講

ででききまますす！！  

 このＢ講習は、国立教育政策研究所社会教育実践研究センター（東京 上野）を主会場

として実施する社会教育主事講習を、インターネット通信を利用して東京に行かずに新

潟で受講できるものです。 

 また、講習は一括受講の他、年度を超えての分割講習も認められています。 

決定版 



７ 受講資格に該当する職・業務等 

イ  社会教育主事補の職 

ロ  官公署、学校、社会教育施設又は社会教育関係団体の社会教育業務 

  ・国立青年の家等で、社会教育・生涯学習関係の機会提供に関する事務に従事する者 

  ・教育委員会において、社会教育・生涯学習関係の機会提供に関する事務に従事する者 

  ・博物館の学芸員・図書館の司書・社会教育関係団体の役員及び職員（常勤） 

  ・社会教育委員・公民館運営審議委員・図書館協議会委員・博物館協議会委員・教育委員 
 ・生涯学習審議会委員や公民館等の社会教育施設で事業の企画、実施を担当する非常勤職員 

ハ  社会教育に関係ある業務で、社会教育主事に必要な技能・修得に資する内容 

  ・国立青年の家等で社会教育・生涯学習関係の機会提供に関する学習又は諸活動指導に従事する者 

  ・社会教育団体で社会教育・生涯学習の機会提供事業の企画・立案・指導にあたった者（参加者の 

  活動援助に当たった者も含まれる） 

  ・社会福祉主事・児童福祉司・児童相談所の所長、所員・介護福祉士・社会福祉士・勤労青少年ホ 
  ーム指導者、勤労者家庭支援施設指導者等 

  ・市町村規模以上の社会教育関係団体の事業企画・実施に当たる役員や専門的職員（会長・副会長 

  と事務局等の役職員も含む）及び、民間生涯学習関連事業所において社会教育事業の企画・実施 

  に当たる専門的職員（単純な機械的業務は該当しない） 
 ・社会福祉等に関する職及び改良普及員の職 

    ＊  不明な方はお問い合わせください。個々にお調べいたします。 

 

８ 資料請求・お問い合わせ先 
    実施要項等は「国立教育政策研究所社会教育実践研究センター」のホームページにされていますので、ダウンロ

ードして御利用ください。（http://www.nier.go.jp/jissen/youkou/h28youkou/index.htm） 

なお、要項等の送付を希望される方は、下の用紙に必要事項を記載し、ＦＡＸまたはメールで県立生涯学

習推進センターまでお送りください。（担当：武樋正之） 

 

９ 県立生涯学習推進センターについて 
 (1)  住 所  〒950-8602 
        新潟市中央区女池南３丁目１番２号 

 (2) 連絡先 
 

 

 

   【自動車】 

 

 

   【駐車場】 

 ＴＥＬ  (０２５)２８４―６１１０（代） 
 ＦＡＸ  (０２５)２８４―６０１９ 

 E-mail：nlpc@mail.lalanet.gr.jp  

 URL：http://www.lalanet.gr.jp/ 

 新潟バイパス 

   桜木インターチェンジから５分 

  女池インターチェンジから７分 

 鳥屋野潟公園駐車場（無料） 

 

10 資料請求用紙 
 

 

県立生涯学習推進センター 武樋 行（ＦＡＸ：（０２５）２８４－６０１９） 

＜社会教育主事講習［Ｂ］新潟会場の資料請求＞ 

ふりがな 

氏名 
 

電話（携帯電話可） 

ＦＡＸ 

メールアドレス      

資料送付先住所 

〒  

 

質問・連絡等ありましたら御自由にお書きください。 

 

 

Ｐ 

http://www.nier.go.jp/jissen/youkou/h28youkou/index.htm
mailto:nlpc@mail.lalanet.gr.jp

